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株 式 会 社 名 古 屋 銀 行 

株式会社日本政策金融公庫 

熱 田 支 店 中 小 企 業 事 業 

 

株式会社名古屋銀行東中島支店（以下、名古屋銀行）と日本政策金融公庫熱田支店中小企

業事業（以下、日本公庫）は、東海高周波株式会社（本社：名古屋市、代表者：廣瀬 雅弘）

に対し、防災・減災対策に係る新工場取得資金について協調融資を実施しました。 

東海高周波株式会社（以下、当社）は、主に工作機械部品の高周波焼入れの受託加工を行

う企業で、東海地区を中心に 100社余りの得意先を持つなど、サプライチェーン上の重要な

役割を担っています。  

当社の事業拠点は、名古屋市南部で、南海トラフ巨大地震発生時には、建物倒壊の危険性

があるほか、津波による浸水被害が想定されます。 

このたび当社が策定した「事業継続力強化計画」は、三重県いなべ市に新工場を建設する

ことで自然災害への事前対策を講じるもので、名古屋銀行は工場建設に必要となる資金の融

資を、日本公庫は「事業継続力強化計画関連融資※」（制度名：ＢＣＰ資金）をそれぞれ実施

しました。 

名古屋銀行および日本公庫は、引き続き連携し、事業継続力強化に取り組む中小企業者を

積極的にサポートしてまいります。 

 ※「事業継続力強化計画関連融資」：中小企業等経営強化法に定める事業継続力強化計画又は連携事業継続力 

 強化計画に基づき、防災に資する施設等の整備を行う中小企業者を支援する特別貸付制度。 
 
＜融資先の概要＞ 

 

 

 

 

 

名古屋銀行と日本政策金融公庫が協調融資を実施 
～ 東海高周波株式会社の防災・減災対策に係る新工場建設を支援 ～ 

企 業 名 東海高周波株式会社 代 表 者 廣瀬 雅弘 

住   所 愛知県名古屋市中川区松ノ木町 1-46 業    種 金属熱処理業 

事 業 継 続 力  

強化計画の概要 

近年、大規模な自然災害等が頻発する中、今般、東海高周波株式会社では、防災・

減災対策に資する新工場などの整備を盛り込んだ計画を策定し、経済産業大臣から

認定を取得しました。 

東海高周波株式会社へのお問い合わせ TEL：052-351-7341 （廣瀬社長） 

＜お問合わせ先＞  

  名古屋銀行 経営企画部 広報グループ TEL：052-962-7996（担当：宮田） 

   住所：名古屋市中区錦三丁目 19-17 

日本政策金融公庫 熱田支店 中小企業事業 TEL：052-682-7881（担当：磯野、深沢） 

   住所：名古屋市熱田区玉の井町 7-30 

ニュースリリース 


